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おわりに
１．　は　じ　め　に
　国際社会はアフリカの紛争にどのように対応しているか。また，そこに
はいかなる特徴と課題があるのか。本稿は，この問いを，日本，米国，中
国，韓国による国連平和維持活動（PKO）への取り組みを通して検討する
ことを目的とする。
　アフリカの紛争は国際社会に課題を提示してきた１）。紛争下では，ジェノ
─　　─75 １１２０（５５４）
アフリカにおける日・米・中・韓の 
国連 PKO政策
──スーダンを事例として──
井　　上　　実　　佳
１）　例えば，武内も，アフリカの諸事例は，紛争に対する国際的な取り組みの典型
であり，そこで得られる教訓も一定程度普遍性を有すると指摘する（武内進一編 →
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サイド，難民・国内避難民の発生など，様々な問題が同時多発的に生じる。
また，アフリカの紛争の背景として，歴史的経緯や他国からの介入，エス
ニック・グループ間の対立・緊張や経済格差，水や石油，レアメタルなど
資源の争奪といった諸要因が複雑に絡み合っている。このようなアフリカ
の紛争については二国間，多国間枠組みを通して様々な取り組みが行われ
てきた。特に，国際機構である国連を通して実施されるものとして，PKO
を挙げることができる。PKOは国連憲章に明記されていない，いわば「グ
レーゾーン」の活動として，その時々の国際情勢や加盟国の意思，国連が
おかれた立場や機能を反映する。その PKOがアフリカに展開する際は，
各紛争の特徴に応じたマンデートや任務が求められる。また，加盟国に
とっては，「死活的国益が絡まない」，「積極的になる理由がみつからない」
紛争に，限られた人的・物的・財政資源を割いていかなる活動を実施すべ
きかが懸案となってきた。
　日本政府も，ODAにおけるアフリカの重点化やアフリカ開発会議
（TICAD）の継続的開催など，対アフリカ政策の拡充を図ってきた。特に前
者については，ODA予算を使ったアフリカ各地の PKO訓練センター支援
など，安全保障分野への拡大もみられる。このことは，「資源大国アフリカ」
で米国，中国など各国が政治・経済的影響力の拡大を図っていることと無
関係ではないだろう。また，日本政府が加盟国の中で PKO予算を２番目
に多く拠出したり，国連スーダンミッション（UNMIS）（２０１０年），国連南
スーダンミッション（UNMISS）（２０１１年）へ要員を派遣したりしているこ
とは，国連を通したアフリカの安全保障に貢献しようという意思の表れで
もある。
　そこで，本稿では，日米，および両国に関連の深い中国，韓国が，アフ
リカの紛争を外交政策上どのように位置づけ，PKOのいかなる点に意義を
─　　─76１１１９（５５３）
『戦争と平和の間──紛争勃発後のアフリカと国際社会』アジア経済研究所，２００８
年，４ページ）。
→
見出しているのか整理を行う２）。そのうえで，事例としてスーダンを取り
上げる。同国では，UNMIS，UNMISS，国連アビエ暫定治安部隊
（UNISFA），アフリカ連合（AU）によるミッション（AMIS），さらには両
機構の「ハイブリッド型 PKO」と呼ばれる国連 AUダルフール合同ミッ
ション（UNAMID）の設置・展開がみられた。特に，PKOについては，
日・米・中・韓各国の参加に各々の政策が反映されており，スーダンで各
国はどのような関係にあるのか，また，アフリカにおける平和維持をだれ
が担うか（担いうるのか）について考えることに他ならない。以上をふま
え，アフリカ PKOへの参加が日本の安全保障政策に与える示唆を検討す
る。
　本稿の意義としては，まず，アフリカにおける平和維持に関する国際関
係の動向を検討した先行研究の不足が挙げられる。各国の対アフリカ政策，
PKO政策については徐々に蓄積されてきているものの，アフリカというひ
とつの地域において各国がどのような連関を持っているのかは必ずしも検
討の主題になっていない。日・米・中・韓が国際関係におけるアフリカの
位置づけの変化にどのように向き合ってきたか。また，各国にとってアフ
リカ PKOに関与する意義はなにか。これらを探ることは，日本の安全保
障，日米関係をより多角的に把握する機会を提供する。第二に，本研究は
日本の外交・安全保障政策におけるアフリカの位置づけの再検討につなが
る。なぜ日本政府は「遠く離れた」アフリカに人的・物的・金銭的資源を
提供するのか。アフリカにおける平和維持を通して，日本は何を達成でき
るのか。この検討は，「人間の安全保障」といった日本の外交政策理念の重
要性の裏づけにもつながるだろう。そして第三に，各国の PKO政策がも
つ意味を問うことは，国連の活動がどのような主体からいかなる影響を受
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
─　　─77 １１１８（５５２）
 ２）　アフリカには，上記４カ国だけなく，欧州，とくに旧宗主国の英仏も深い関わ
りを持っている。また，近年では EUや NATOといった機構が域外活動としてア
フリカの安全保障に積極的にかかわっている。本稿では，それらの重要性を認識
しながらも，日本の安全保障政策に密接な関わりをもつという観点から米，中，
韓を取り上げる。
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けるのか理解する一助となる。以上の検討は，翻ってアフリカにとっての
安全保障を問い直すことにもつながる。
１．　アフリカの紛争と安全保障
１．１．現状と特徴
　国連はこれまで３０の PKOをアフリカで展開してきた。PKO要員数が過
去最大を計上した２０１０年３月，アフリカに展開した要員は７５，９０２名と PKO
全体（１０１，９３９名）の７４％を占めた３）。特に，アフリカの角や中央アフリカ
ではPKOがオーバーストレッチを起こしたり高コストがかかったりする事
態が生じ，果たして PKOを持続的に展開できるかという問いまで生じさ
せた４）。２０１２年１０月末時点でも７つのミッションがアフリカ大陸に展開して
いる。同年８月末時点で，国連西サハラ住民投票監視団（MINURSO），国
連コンゴ民主共和国安定化ミッション（MONUSCO），国連リベリアミッ
ション（UNMIL），国連コートジボワール活動（UNOCI），UNAMID，
UNMISS，UNISFAの要員を合わせると，軍事要員はPKO全体８２，８２０名の
約７５％（６２，０６０名），警察官は１３，４８５名の約７０％（９，４１４名）を占める。文
民要員は２０１２年７月末時点で１８，１７０名の約７２％（１３，０２０名）である５）。財
政面では，２０１２年７月１日から２０１３年６月３０日の期間をみると，PKO全体
で承認された約７２．３億ドルのうち，約７２％（約５２．４億ドル）が上記７つの
アフリカ PKOに充てられている６）。さらに，要員提供国の内訳をみると，
PKO全体について提供数が多いのはパキスタン，バングラデシュ，インド
といった南アジア諸国だが，アフリカ諸国も軍事要員全体の３７．１％，警察
─　　─78１１１７（５５１）
３）　htp://www.un.org/en/peacekeeping/archive/２０１１/bnote０３１１.pdf. なお，本稿
で参照したウェブサイトのアクセス日は，いずれも２０１２年１０月２９日である。
 ４）　The Center on International Cooperation, Annual Review of Global Peace 
Operations ２０１１, Lynne Reinner Publishers, ２０１１, pp. １–２.
 ５）　htp://www.un.org/en/peacekeeping/resources/statistics/factsheet.shtml.
 ６）　同上。財政規模が最大のミッションは UNAMIDで約１７億ドル，２番目が
MONUSCOの約１５億ドルである。なお，PKO予算にはAUソマリアミッション支
援事務所（UNSOA）の経費も含まれている。
官の３６．５％を占める。とくに，アフリカに展開する PKOに関していえば，
軍事要員の４９．７％，警察官の４３．２％をアフリカ諸国が提供している７）。
　国連は，２０００年前後から，アフリカの諸課題を「特別項目」と設定し重
点的に対処してきた。１９９８年の国連事務総長によるアフリカの紛争に特化
した報告書８），２０００年の事務総長報告「ミレニアム・レポート」９）では，ア
フリカの安全保障や経済社会開発に取り組む重要性が指摘された。とくに，
後者は２０００年９月に国連総会で各国首脳が合意した「ミレニアム宣言」１０）
に反映された。さらに，この宣言は２００５年の世界サミット成果文書で再検
討されたが，その際にもアフリカのニーズに応えるため継続的な関与が必
要性とされた１１）。このように，国連でアフリカにおける平和と安全の維持
が重点課題と位置づけられていることに留意する必要がある。
　さらに注目すべき点として，AUなど地域機構，準地域機構と国連との
連携，協働が顕著になっている。１９９０年代には，西アフリカ諸国経済共同
体（ECOWAS）がリベリアやシエラレオネなどへ独自の平和維持部隊を派
遣した。AUも，２００６年の AUブルンジミッション（AMIB）を皮切りに，
本稿でも取り上げるスーダンへAMIS，UNAMIDを派遣した。さらに，AU
がソマリアに展開するミッション（AMISOM）については，国連フィール
ド支援局（DFS）下の国連 AMISOM支援事務所（UNSOA）が兵站，要員
の訓練等を支援している１２）。安全保障分野における国連とアフリカの（準）
地域機構との関連が強まっており，「アフリカ自身による安全保障」を追求
すべく，各国の政策においても AU支援が実施されている。
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
─　　─79 １１１６（５５０）
 ７）　いずれも２０１１年１０月３１日時点。データについて詳しくは，The Center on Inter-
national Cooperation, Annual Review of Global Peace Operations ２０１２, Lynne 
Reinner Publishers, ２０１２, pp. １４２–１４７を参照。
 ８）　UN Document, A/５２/８７１- S/１９９８/３１８, １３ April １９９８.
 ９）　UN Document, A/５４/２０００, ２７ March ２０００.
１０）　UN Document, A/RES/５５/２, ８ September ２０００. 特に，パラグラフ２７–２８を参照。
１１）　UN Document, A/RES/６０/１, ２４ October ２００５. 特に，パラグラフ６８を参照。
１２）　国連による AMISOM支援については，UN Document, S/２０１２/６４３, ２２ August 
２０１２（ソマリアに関する事務総長報告書）を参照。
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　アフリカの安全保障にもっとも影響を及ぼしている特徴は「国家の破綻」
である。その下で生じる紛争では，しばしば苛烈な人道危機が生じ，「保護
する責任」（R２P）や「文民の保護」（POC）といった国際レベルでの安全保
障課題を提示してきた。さらに，「国家の破綻」に乗じて行われるテロ活
動は，アフリカ域外にも及ぶ脱国家的課題となっている。このようなアフ
リカの紛争に，国際社会はいかなる政策ツールを用いて対処すればよいの
か。国際の平和と安全の維持について主要な責任を負う国連は，この問い
との対峙を迫られてきた。中でも，安保理は国際政治上の正統性・妥当性
という観点から，事務局は政策・活動の実施可能性という観点から取り組
んできた。その中で選択されてきたのが PKOの設置・展開である。
１．２．アフリカをめぐる「緊張」と連関
　それでは，日・米・中・韓は，アフリカの紛争と PKOをどのように位
置づけているのだろうか。結論からいえば，各国いずれもアフリカ PKO
への要員派遣や財政支援を行っており，安全保障・外交政策における位置
づけは小さくない。第二に，なぜ国連，特に PKOへの参加を通してアフ
リカの安全保障に関与しているかについては，同地域における政治・経済
的利益の拡大を目指す日，米，中と，自国の安全保障・外交政策の転換の
表出先としてアフリカへの関与を行っている韓国という分類をすることが
できる。
　一見，アフリカをめぐって緊張が生じていると思わせる要素は少なくな
い。例えば，米国のアフリカへの関与において中心的役割を果たしている
「米国アフリカ軍」（The United States Africa Command: AFRICOM）設置に
ついては，アフリカの地下資源獲得や市場の確保を目的として台頭する中
国のけん制が目的なのではないか，という見方が存在する１３）。実際，中国
─　　─80１１１５（５４９）
１３） David Francis, “Introduction: AFRICOM-US strategic interests and African 
Security,” David J. Francis eds., US Strategy in Africa: AFRICOM, Terrorism and 
Security Chalenges, Routledge, ２０１０, p. ６.
の２００６年の貿易・商業は５００億ドルにのぼるうえ，中国は原油の３分の一を
アフリカから輸入している。さらに，中国は国際通貨基金（IMF）や世界
銀行といった国際機関や欧米諸国が課すような制度改革・意識改革，制約
や制限なしに二国間援助を実施するため，アフリカ諸国にとっては「あり
がたい」存在である１４）。そのため，アフリカの資源をめぐって米中間で競
争が繰り広げられれば，アフリカに悪影響なだけでなく，（たとえどんな
に政治体制が非民主的であっても）「友好的な」政府を下支えする冷戦期の
政治が再び展開されるのではないか，また米中という「巨人間のバトル」
が繰り広げられれば，アフリカのいずれかの国や地域が資源をめぐる争い
の新たな交差点になるのではないか，といった懸念が生じるなど１５），米中
の緊張が懸念されているのも確かである。
　他方，アフリカの安全保障という困難な課題に直面した各国がバーデ
ン・シェアリングをしている，アフリカ支援を通じて多国間協力の枠組み
を模索している側面もある。例えば，２０１０年１２月に行われた，アフリカに
関する日中韓政策協議は４回を数えている１６）。各回において，アフリカの
平和と安定の促進の重要性を確認するとともに，支援内容の重複や不足を
調整するだけでなく，アフリカ支援を通じた三か国外交の促進が図られた。
そしてなにより，PKOは国連という国際機構を通した多国間協力であり，
アフリカの紛争に PKOを設置・展開することは，それに携わる国々が直
接的・間接的に関係性を持つことに等しい。日・米・中・韓，そして他の
加盟国は PKOを通してアフリカの平和維持を行っているといえる。緊張
関係にあるようにみえる米中についても，両国は２０１２年３月に米中戦略・
経済対話に関する共同声明でアフリカの PKOに関し協力していく方針を
確認しており１７），スーダン・南スーダン関係などアフリカの安全保障につ
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
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１４）　同様の指摘は，例えば以下を参照：セルジュ・ミッシェル，ミッシェル・ブー
レ著，中平信也訳『アフリカを食い荒らす中国』河出書房新社，２００９年。
１５）　Francis, op. cit. p. ６.
１６）　htp://www.mofa.go.jp/mofaj/area/africa/jck_１１１２.html.
１７）　“Joint Statement on the U.S.-China Strategic and Economic Dialogue Outcomes →
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き連携を追求する姿勢がみてとれる。アフリカには，まさに，このような
「緊張」と連関の混在がみられる。そこで，以下では各国の政策を整理する。
２．　各国の対アフリカ政策と PKO
２．１．日本─「国際貢献」の実践として─
　日本は，アフリカを外交政策における重点地域と設定するとともに，「平
和の定着」をアフリカ支援の柱と据えている１８）。１９９３，１９９８，２００３，２００８
年と４回にわたり TICADを実施したほか，２００６年には TICADの枠組みを
活用して「アフリカにおける平和の定着会議」を開催した。２０１３年には
TICADⅤが開催され，今回からは AU委員会が共催する予定である。この
ようなアフリカ重視の政策の意図としては，①食糧安全保障や希少資源，
石油等の確保，②脱国家的課題を抱えるアフリカ支援を通した国際貢献，
③安保理改革などにおける支持獲得１９）が考えられる。さらに，日本が国連
加盟を目指していた１９５０年代，度重なるソ連による拒否権行使に接し，ア
ジア重視やアジア・アフリカ諸国との連携の重要性を認識したという歴史
的経緯もある２０）。ただし，近年では中国ほか他国のアフリカへの接近も目
覚ましく，日本が何を目的としてアフリカ支援を実施するのか明確化する
必要がある。
─　　─82１１１３（５４７）
of the Strategic Track May ３–４, ２０１２,” Media Note, Office of the Spokesperson, 
Washington, DC, May ４, ２０１２（http://www.state.gov/r/pa/prs/ps/２０１２/０５/ 
１８９２８７.htm）.
１８）　『外交青書２０１１』，１３５ページ。
１９）　外務省ウェブサイト（htp://www.mofa.go.jp/mofaj/comment/faq/area/africa. 
html）。例えば，２０１２年１月の山根外務副大臣のエチオピア訪問・AU閣僚執行理
事会出席に際しては，各会談において日本側から国連安保理改革，気候変動問題，
北朝鮮人権状況決議，各種国際選挙等，国際場裡における諸課題への対応に関す
る協力を改めて要請したことが明らかになっている（http://www.mofa.go.jp/ 
mofaj/annai/honsho/fuku/yamane/au１２０１/gaiyo.html）。
２０）　井上寿一「国連と戦後日本外交─国連加盟への道・一九四五～五六年」，近代日
本研究会編『戦後外交の形成』（年報近代日本研究　１６）山川出版社，１９９４年，
２０６–２０８ページ。
→
　また，２００３年に閣議決定されたODA大綱は平和構築を重点課題に設定し
ている。日本政府には，憲法９条にかんがみ，武力行使を伴う活動への参
加に制約がある。そのような中，平和構築支援は主要な貢献活動であり，
国際平和協力法の PKO参加５原則も紛争後を重視しているとされる２１）。
さらに，日本政府の外交方針で重要な位置を占めているのが「人間の安全
保障」の推進である。アフリカ支援は，まさにこれら日本の「国際貢献」
にまつわる基本方針の実践と位置づけられよう。
　このような中，日本は国際平和協力の実践として PKOへの参加・貢献
を模索してきた。従来，日本は国連通常予算，PKO予算いずれについても
米国に次ぐ拠出国だが，２００７年に自衛隊法で国際平和協力活動が本来業務
化されてからは，自衛隊の要員派遣についても促進を図っている。２０１２年
８月末時点で，日本は４つの PKO（ゴラン高原，ハイチ，南スーダン，東
ティモール）に軍事・警察要員５２９名を派遣している。中でも，アフリカ
PKOへの参加は日本政府にとって大きな方針転換だった。１９９０年代前半，
政府はモザンビークの PKO（ONUMOZ）やルワンダの難民支援に自衛隊
を派遣した。しかし，活動環境の過酷さや冷戦後の PKOの変化に適応す
ることは容易でなく，それ以降，アフリカ PKOへの参加は実施されなかっ
た。このような経緯を経て実現したのがスーダン（UNMIS），南スーダン
（UNMISS）への自衛隊要員派遣である（表を参照）。
　また，先述のとおり，日本政府は ODAの枠組みを通してアフリカの
PKOセンター支援も実施している。主な内容は人材育成や設備・研修支援
である。とくに後者について，政府は援助実施原則において ODAの軍事
的用途への使用回避を図ってきた。そのため，たとえ PKO支援が目的で
あっても，軍や軍人を対象としうる事業に ODAを適用することには慎重
だった。しかし，２００７年度の非 ODA予算により，国連開発計画（UNDP）
との協力のもと，PKOセンター支援（総額約１８億円）を決定し，エジプト，
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
─　　─83 １１１２（５４６）
２１）　青井千由紀「平和構築の新展開と日本」『国際問題』No. ５９８，２０１１年１・２月
号，３４ページ。
修道法学　３５巻　２号
─　　─84
表
　
日
・
米
・
中
・
韓
の
ア
フ
リ
カ
PK
O
要
員
提
供
状
況
（
２０
１２
年
８
月
）
U
N
M
IS
 
（
２０
１０
年
３
月
）
U
N
M
IS
S
U
N
IS
FA
U
N
A
M
ID
M
IN
U
RS
O
M
O
N
U
SC
O
U
N
O
C
I
U
N
M
IL
要
員
の
種
類
－
－
－
－
－
－
－
－
警
察
官
日
本
　
２
－
－
－
－
－
－
－
軍
事
顧
問
－
２７
１
－
－
－
－
－
－
軍
事
部
隊
要
員
　
７
　
７
－
－
－
－
－
 １
６
警
察
官
米
国
－
－
－
－
－
　
３
－
　
４
軍
事
顧
問
－
　
５
－
－
－
－
－
　
６
軍
事
部
隊
要
員
 １
１
 １
４
－
－
－
－
－
 １
８
警
察
官
中
国
 １
２
　
３
－
－
１０
 １
２
６
　
２
軍
事
顧
問
４４
４
３４
７
－
３２
３
－
２１
８
－
５６
４
軍
事
部
隊
要
員
－
－
－
－
－
－
－
－
警
察
官
韓
国
　
６
　
２
－
－
 ４
　
４
－
　
１
軍
事
顧
問
　
１
　
６
－
　
２
－
－
２
　
１
軍
事
部
隊
要
員
出
展
：
国
連
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
：
ht
tp
:/
/w
w
w.
un
.o
rg
/e
n/
pe
ac
ek
ee
pi
ng
/c
on
tr
ib
ut
or
s/
２０
１２
/a
ug
us
t１２
_３
.p
df
を
も
と
に
，
著
者
作
成
。
※
　
国
連
予
算
で
ま
か
な
わ
れ
な
い
日
本
要
員
に
つ
い
て
は
国
連
の
デ
ー
タ
に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
実
際
に
は
上
記
以
上
の
要
員
が
ア
フ
リ
カ
で
活
動
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
２０
１２
年
７
月
末
時
点
で
、
日
本
は
国
際
平
和
協
力
法
に
基
づ
き
U
N
M
IS
S
に
３５
２
名
の
要
員
を
派
遣
し
た
が
、
国
連
等
の
統
計
に
は
２７
２
名
と
計
上
さ
れ
て
い
る
（
ht
tp
:/
/w
w
w.
m
of
a.
go
.jp
/m
of
aj
/g
ai
ko
/p
ea
ce
_b
/g
en
ba
/p
df
s/
m
_h
ak
en
_c
kg
.p
df
）。
１１１１（５４５）
ガーナ，ケニアなど５か所の PKOセンターに対する機材供与，施設整備，
研修などを実施した。この狙いは，PKOの量的拡大と質的変化に伴い，
PKO予算の拡大が続く中，アフリカの安全保障を域内で実施できるよう促
すことである２２）。
　さらに，昨今，独自の平和維持部隊を展開するなど安全保障分野に取り
組んでいる AUについても，日本政府は主に財政面で支援を行っている。
AUの前身であるアフリカ統一機構（OAU）だった１９９６年以来，平和基金
を通じて行われた支援は２０１２年までに６１５，８万ドルにのぼる。２００４年には
AMISなどによるスーダン・ダルフール問題関連の取り組み支援（２０７万ド
ル），２００６－２００７年には AMISOMに関連してモガデシュ及びナイロビ事務
所支援（約５０万ドル）を行った。このほか，２００９年にはスーダン・ダル
フールにおける DDDC（Darfur Darfur Dialogue and Consultation：ダル
フール・ダルフール対話）会合の実施を支援したように（２１，３万ドル），日
本政府は AUの紛争対応を支援している２３）。
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
─　　─85 １１１０（５４４）
２２）　htp://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/２３/８/０８０９_０２.html; htp://www. 
mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol１９/index.html.
２３）　htp://www.mofa.go.jp/mofaj/area/oau/shien.html. このほか，２０１０年に日本政
府が AU（AU委員会）と交わした共同コミュニケによれば，AUだけでなくアフ
リカ域内の地域経済共同体（RECs）との関係強化にも取り組むとしている
（htp://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/２２/８/PDF/０８０２０４.pdf）。RECsには
ECOWASや南部アフリカ開発共同体（SADC），政府間開発機構（IGAD），中部ア
フリカ諸国経済共同体（ECCAS）などがあるが，いずれも紛争解決メカニズムの
発足や，独自の平和維持部隊展開などを通じてサブリージョナルなレベルでの平
和維持・平和構築に関与を深めている。詳細については，例えば以下を参照：
Rodrigo Tavares, Regional Security: The Capacity of International Organizations, 
Routledge, ２０１０;滝澤美佐子「第７章　紛争解決における国連とアフリカの地域機
構」川端正久，落合雄彦，武内進一編『紛争解決──アフリカの経験と展望』ミ
ネルヴァ書房，２０１０年，１６９–１９４ページ；オスマン・ブラ，落合雄彦「西アフリカ
諸国経済共同体による紛争解決の試み」落合雄彦編『アフリカの紛争解決と平和
構築──シエラレオネの経験』昭和堂，２０１１年，３–２１ページ。
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２．２．米国─対アフリカ戦略の変化と AFRICOM，PKO─
　歴史的に，米国にとってアフリカはヨーロッパの「勢力圏」であり２４），
外交政策では「周縁」だった２５）。アフリカ諸国に対し影響力を持ってきた
のは旧宗主国の英仏である２６）。確かに，冷戦期，米ソは競ってアフリカ諸
国に援助を行った。米国は，新米政権の拡大を図り，時には政治体制を問
わない軍事・経済援助を実施した２７）。しかし，ひとたび冷戦が終わると，
米国にとってアフリカの戦略的重要性は低下した。
　片原が指摘するとおり，冷戦後，米国はアフリカの戦略的重要性の高ま
りに伴い，包括的なアフリカ戦略を策定・展開している。その意図は，①
エネルギー資源確保②積極的な対アフリカ資源外交を行う中国に対する戦
略的対応③テロとの戦い④紛争，海賊などの犯罪，無政府状態，破綻国家
などアフリカの安全保障課題への対応⑤アフリカにおける民主化・人道・
開発支援を重視する国際社会への対応⑥多国間外交におけるアフリカの重
要性拡大につきリーダーシップを発揮すること，である２８）。１９９０年代初頭，
ブッシュ（父）政権は，アフリカ援助の条件として民主化などを掲げたこ
とから，援助額は激減した２９）。ソマリアにおける「国家の破綻」や人道危
機に際し，米国政府は派兵を行ったが，そこで負った傷は「ソマリア・シ
─　　─86１１０９（５４３）
２４）　三須拓也「１９５０年代米国の対アフリカ支援を巡る外交的ジレンマと多角的政策
──コンゴ国連軍の起源に関する一考察──」『金城学院大学論集』第２０５号，２００４
年，２０５ページ。
２５） Xu Yi-chong, “China and the United States in Africa: Coming Conflict or Com-
mercial Coexistence?,” Australian Journal of International Afairs, Vol. ６２, No. １, 
March ２００８, p. １８.
２６）　特に，フランスに関しては旧フランス領アフリカ諸国との密接な関係が指摘さ
れてきた。例えば，遠藤貢「現代世界におけるアフリカ──主要国の関与の現状
と課題」『国際問題』No. ５９１，２０１０年５月，９–１０ページ；フランソワ・グザヴィ
エ・ヴェルシャヴ『フランサフリック──アフリカを食いものにするフランス』
緑風出版，２００３年を参照。
２７）　片原栄一「米国の対アフリカ戦略──グローバルな安全保障の観点から──」
『防衛研究所紀要』第１２巻第２・３合併号，２０１０年３月，８０ページ。
２８）　同上，８１–８４ページ。
２９）　同上，８０–８１ページ。
ンドローム」となった。クリントン政権が大統領令２５を発したことは，ア
フリカの紛争への関与が米国の死活的国益に関わるか否かに大きく左右さ
れる要因となった３０）。このようなアフリカの位置づけは２００１年９月の同時
多発テロを機に変化した。それは，アフリカの安全保障強化が自国，ひい
ては国際社会の安全と安定につながるとの認識による。すでに，米国政府
は１９９８年のケニア・タンザニア米国大使館爆破事件を契機にテロ対策を本
格化していたが，「アフガニスタンのテロリストの３分の１はアフリカか
ら来た」といわれる中，アフリカ諸国との連携が不可欠だと認識した。紛
争予防を目的とした能力開発に焦点を当てることで，アフリカの平和と安
全，統一が図られている３１）。
　それでは，米国の対アフリカ戦略はどのような点に変化がみられるだろ
うか。少なくとも２点をあげることができる。まず，AFRICOMの設置で
ある。AFRICOMは２００７年２月にブッシュ大統領が設置を表明した３２）。紛
争やテロリズムなど多様な脅威に対処すべく，もともと別個の統合軍
（EUCOM，CENTCOM，PACOM）が担当していたアフリカ地域に統一的
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
─　　─87 １１０８（５４２）
３０）　Francis, op. cit., pp. ５–６.
３１）　Yi-chong, op. cit., p. ２０.
３２）　フランシス（David Francis）によれば，AFRICOMに関するアフリカでの反応
は様々であり，世論も二分された。一方では，AFRICOM設置はアフリカに米国
の対テロ戦争の新しい地平を開くためなのではないか，「米国帝国」の足がかりに
過ぎないのではないか，アフリカがテロの標的になるのではないか，などの懸念
が生じた。また，AFRICOMの設計や運用に際し，AUなどが模索する安全保障
の取り組み（アフリカ待機軍など）を考慮に入れていないとの批判もあった。こ
れらにかんがみ，２００８年２月１８日，ブッシュ大統領はアフリカ歴訪中にAFRICOM
の本部をアフリカではなくドイツのシュツットガルトに置くことを表明した。他
方，政策担当者・軍・政府には，AFRICOMが，アフリカ諸国にガバナンスや域
外からの直接投資，長期的開発を可能とする環境を提供するとの考えもあった。
開発，人道支援従事者らは，米国の対アフリカ政策において政府・組織間の調整
が図られることへの期待があったほか，準地域機構は AFRICOM設置を紛争予防，
平和維持の能力開発を図る機会とみなした。さらに，民間セクターにとって治安
問題は死活的であり，AFRICOM駐留による安定化を期待した（Francis, op. cit., 
pp. ５–９）。
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に対応することを目的としている。紛争予防に焦点を当てるほか，国務省，
米国国際開発庁（USAID）等との連携・協働を想定している３３）。また，ア
フリカの地域機構・準地域機構との連携を視野に入れていることも確認し
ておくべきだろう。AFRICOMは AUの平和維持部隊訓練・平和構築，紛
争予防支援をうたっているほか，AUや ECOWAS，コフィ・アナン国際
PKO訓練センター（ガーナ）といった平和維持分野の関連組織にリエゾ
ン・オフィサーを置いている。
　そして，AFRICOMとともに米国の対アフリカ戦略の変化を見出すことが
できるのが PKOである。そもそも，クリントン政権はソマリアからの撤
退以降アフリカの紛争対応に消極的だったが，１９９７年に「アフリカ危機対
応構想」（African Crisis Response Initiative: ACRI）を掲げ，アフリカ諸国の
PKOにおける軍事能力を向上させる訓練・装備支援を行った。ブッシュ政
権も「アフリカ緊急作戦訓練支援計画」（ACOTA）を通して PKO要員の
育成支援を行った３４）。片原によれば，２００５年以降，米国はアフリカ２０カ国
で３９，０００人の PKO要員を育成した。これは，２００８年の報告によれば，AU
もしくは国連のミッションに参加する要員の８割以上にあたるとされる３５）。
さらに，２００９年７月，ライス国連大使が米国議会公聴会において「PKOは
国益の一部である」と発言したことは，米国がアフリカ PKOの重要性を
認識していることの一例でもある。
　２０１２年８月末の時点で，米国は６つの PKOに軍事・警察要員１４６名を派
遣している。米国の PKO関与の特徴は専門職・一般職員（文民）を多く
送り込んでいることである。たとえば，２０１１年１０月の統計によれば，PKO
の国際スタッフ７，０３７名のうち５％（３５５名）が米国国籍だった。これは加
盟国中１位である３６）。同時期に米国の派遣した軍事・警察要員が１４４名で加
─　　─88１１０７（５４１）
３３） AFRICOM ウェブサイト（htp://www.africom.mil/）。
３４）　三須拓也「第４章　米国の軍事的関与とアフリカの紛争」（以下，「米国の軍事
的関与とアフリカの紛争」）川端ほか，前掲書，９８–１００ページ。
３５）　片原，前掲論文，９３ページ。
３６）　Annual Review of Global Peace Operations ２０１２, p. １５３.
盟国中５８位であることと比較すれば，文民要員による PKO参加という特
徴が鮮明になる。この背景としては，まず，アフガニスタン，イラク戦争
に米軍を投入する中，アフリカ PKOへの派遣が容易でなかったことが挙
げられる。さらに，パキスタン，バングラデシュ，インドといった国々が
軍事・警察要員を提供する一方，米国は最大の予算拠出国であることから，
積極的に人的貢献を行うインセンティブに欠けることなどが考えられる。
とはいえ，２０１２年９月１３日の米国連邦議会下院外交委員会で証言したブリ
ンマー国務次官補は，PKOが政策実現のツールとして重要であり，特にア
フリカに展開する PKOが複雑な任務を負っているにもかかわらず，同地
域で重要な役割を果たしていることを３７），また，カーソン国務次官補（ア
フリカ問題担当）は，米国の対アフリカ政策における紛争対応及び AUの
平和維持機能強化支援の重要性を指摘した３８）。これらはいずれも，米国政
府が対アフリカ政策において PKOの重要性を認識していることを示して
いる。
２．３．中国─「国際的プレゼンス」と経済的動因─
　近年，アフリカへの関与をとみに深めているのが中国であり３９），経済的
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
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３７）　“Assessing U.S. Policy on Peacekeeping Operations in Africa,” Remarks, Esther 
Brimmer, Assistant Secretary, Bureau of International Organization Affairs, House 
Foreign Affairs Commitee, Subcommitee on Africa, Global Health, and Human 
Rights, Washington, DC, September １３, ２０１２（http://www.state.gov/p/io/rm/ 
２０１２/１９７７６５.htm）.
３８）　“Assessing U.S. Policy on Peacekeeping Operations in Africa,” Testimony by 
Johnnie Carson（Assistant Secretary, Bureau of African Affairs）, House Foreign 
Affairs Commitee, Subcommitee on Africa, Global Health, and Human Rights, 
Washington, DC, September １３, ２０１２（htp://www.state.gov/p/af/rls/rm/２０１２/ 
１９７７７３.htm）.
３９）　例えば，以下を参照：Zhao Lei, “Two Pilars of China’s Global Peace Engage-
ment Strategy: UN Peacekeeping and International Peacebuilding,” International 
Peacekeeping, Volume １８, No. ３, June ２０１１, pp. ３４４–３６２; Princeton Lyman, “China’s 
Involvement in Africa: A View from the US,” South African Journal of International 
Afairs, Volume １３, Issue １, ２００６, pp. １２９–１３８; 増田雅之「中国の国連 PKO政策と →
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国益と外交・安全保障上の国益とをより強く関連づけようとしている。な
かでも，アフリカ PKOへの参加は同国の外交政策の転換の表出とみるこ
とができる。かつて中国は PKO参加自体に慎重かつ消極的であった。そ
もそも，国連総会で中華人民共和国が中国として国連代表権を有すること
が決定した１９７０年代初頭，同国政府は PKOを国連の活動と認めなかった。
例えば，１９７２年３月，政府の国連大使から国連事務総長に宛てた書簡にお
いて，国連コンゴ活動（ONUC）や第二次国連緊急軍（UNEF II）は国連憲
章の目的と原則に反するものであり，中国政府は予算を負担しない旨通達
している４０）。松田が指摘するとおり，このような政策は，まず１９７０年代の
段階で PKO設置に際し拒否権を行使しないという形で変化し，１９８１年には
中国政府が PKOへの予算支出を決定した。さらに，１９８４年には政府が
PKOに関する「７つの原則的見解」を公表し，PKO参加にむけた準備を
進めた４１）。最初の事例は１９８９年のナミビア（UNTAG）への文民監視要員派
遣で，翌年には国連休戦監視機構（UNTSO）に軍事監視要員を派遣した。
そして，カンボジア暫定統治機構（UNTAC）への工兵部隊・軍事監視員
４７０名派遣で本格化するに至った。この過程で，中国の PKO参加は同国の
外交政策と密接に結び付いていたことが指摘されている。例えば，松田は，
１９８０年代の PKO支持への方針転換は対外開放促進や「戦略調整」に呼応す
るものだったこと，中国が UNTACに本格参加した背景として，そもそも
同国がカンボジア和平の不可欠なアクターだったこと，そして，１９８０年代
末から１９９０年代初頭にかけてのPKO参加は１９８９年６月に発生した第二次天
安門事件による国際的孤立を打開する手段だったことなどを指摘している４２）。
─　　─90１１０５（５３９）
兵員・部隊派遣をめぐる文脈変遷──国際貢献・責任論の萌芽と政策展開」『防衛
研究所紀要』第１２巻第２・３合併号，２０１０年３月，１–２４ページ； 松田康博「第１２
章　中国の国連 PKO政策──積極参与政策に転換した要因の分析」添谷芳秀編
『現代中国外交の六十年─ ─変化と持続』慶應義塾大学出版会，２０１１年，２８５–２８６
ページ。
４０）　UN Document, SG/SM/１６４６, １ March １９７２.
４１）　松田，前掲論文，２８５–２８６ページ。
４２）　同上，２８５–２８７ページ。
→
　中国は，内政不干渉原則を根拠に，国連が国内問題に介入すること，特
に人道問題への対処を目的として武力行使を伴う活動を実施することに否
定的だった。この点については，中国政府が１９９０年代に PKOへの部隊参加
を決めた矢先に人道介入や民主主義の平和といった概念の強制に直面する
中，これらに与せず伝統的 PKOの軍事監視員派遣にとどめたものの，次
第に主権原則の解釈を自ら緩和・操作することで柔軟に対応するようになっ
たとの指摘がある４３）。増田も，中国政府は NATOによるコソボ空爆や東
ティモールへ展開した PKO（UNTAET）をみて，国連を回避した「人道主
義関与」や憲章第７章を適用した強制性の高い PKOが増加する傾向を予
測したために PKOへの本格参加へ舵を切ったと分析している４４）。
　中国は２０１２年８月末時点で１１の PKOに１，９１７名の要員を派遣しており，
アフリカ PKOに派遣された要員数は１，５１７名にのぼる。中国がアフリカへ
の関与を深める動機としては，①自国の経済活動に必要な資源の獲得，②
市場の開拓・確保，③大国としての名声などが挙げられる４５）。その意味で
は，中国も日米と同様，アフリカに関与を深めることに大きな意義を見出
している。その中国がアフリカで外交政策を展開する上で留意するのが米
国との関係である。米国にはテロ対策といった独自の要因があるものの，
基本的には両国のアフリカ進出の意図はかなり重複している。資源の確保
や市場の獲得など，ワシントンと北京の対アフリカ政策には共通項が多い
ため，米中はお互いを刺激しないよう，違う場所で異なるものを探求して
いるとの指摘もある４６）。双方とも，公式見解としては，「相手国のアフリ
カ政策は脅威ではない。相手国のアフリカ政策がアフリカ，ひいては国際
的な安定や反映に寄与することを期待する」との見解を示してきた。実際，
両国の外交，政治，軍事面での取り組みは経済的国益の追求を促進するた
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
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４３）　同上，２８８，２９７ページ。
４４）　増田，前掲論文，７–１２ページ。松田，益田いずれも，このような中国の PKO
政策の転換が顕著に表れた事例としてスーダン・ダルフール問題を挙げている。
４５）　Yi-chong, op. cit., p. ２４.
４６）　Ibid., p. １６.
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めのものであり，現段階では比較的妥協の余地があるとされている。中国
にとっては，自国の成長のためには平和的な環境が必要であり，米国との
競争は限定的で制約されたものになると考えられる４７）。ただし，米国をは
じめとする西欧諸国や国際機関がアフリカへの援助に際しガバナンスの向
上など諸条件をつけるのとは対照的に，中国はコンディショナリティーを
つけないなど独自路線をとっている４８）。アフリカ諸国側が「新しいお財布」
としてその傾向を利用しているケースもある。このような事態が続けば，
アフリカ支援をめぐって中国と米国その他の西欧諸国とが対立する可能性
も出てくるだろう４９）。
２．４．韓国─「グローバル・コリア」と PKO─
　韓国は，１９９１年に北朝鮮とともに国連に加盟した。日・米・中とは対照
的に，アフリカの平和維持を外交政策の優先事項に据えているとは必ずし
もいえないが，同国の PKO政策転換においてアフリカの事例は重要な示
唆を与えている５０）。
　近年の韓国の外交政策は「グローバル・コリア」というキーワードとと
もに語られる。これは，李明博大統領が２００８年の大統領就任時に掲げたス
ローガンである。広い意味では，より積極的な国際貢献と国際プレゼンス
の確保を意味する。韓米同盟を最優先しつつも，開発援助と PKOを韓国
─　　─92１１０３（５３７）
４７） Ibid., pp. ３２–３４.
４８）　遠藤，前掲論文，８–９ページ。
４９）　遠藤も，２００９年のクリントン国務長官のアフリカ歴訪は中国のプレゼンス牽制
だったという報道がなされたことを引き合いに，「資源大陸」アフリカが米中関係
を規定する重要な要素になっていく可能性を指摘する（同上，８ページ）。
５０）　例えば以下を参照；Iain Watson, “Global Korea: Foreign Aid and National Inter-
ests in an Age of Globalization,” Contemporary Politics, Vol. １７, No. １, March ２０１１, 
pp. ５３–６９；財団法人 平和・安全保障研究所『平成２２年度防衛省委託研究報告書　
国際平和協力活動における先進国の取り組み及び体制整備の動向』（第１０章　韓国），
２０１１年３月，１７６–１９８ページ（以下，『平成２２年度防衛省委託研究報告書』）；室岡
鉄夫「韓国軍の国際平和協力活動─ ─湾岸戦争から国連 PKO参加法の成立ま
で──」『防衛研究所紀要』１２巻第２・３合併号，２０１０年３月，２５–５１ページ。
のグローバルな貢献として連携させる試みである５１）。実際，韓国は１９９５年
まで被援助国だったが，２０１０年には経済開発協力機構（OECD）およびそ
の下部機関である開発援助委員会（DAC）に加盟するなど５２），開発分野で
積極姿勢をみせている。
　PKOについても，近年，いくつかの重要な措置がとられた。２００９年１２月
には国際平和支援群（IPSG）を設置し，PKO即応派遣システムに適用する
ため計画された部隊の配置換え・改善を行った。これにより，１ヶ月以内
のPKOへの要員派遣が可能になった５３）。さらに，２００９年１２月２９日には「新
国連PKO参加法」が成立した（施行は２０１０年４月）。１，０００名以下など一定
の条件で，国会の同意に先立ち，政府が派遣地の選定，部隊編成などで国
連と暫定的に合意できるという内容になっている５４）。これまでアドホック
だった政府内手続きが公式化したことで，部隊派遣に要する期間が６－
７ヶ月から３０－９０日間へと短縮した５５）。
　２０１２年８月末時点で，韓国は９つの PKOに軍事・警察要員６２３名を派遣
している。特徴は，提供する要員数に差があるものの，様々な地域や類型
の PKOに要員を出していることである。ハイチ（MINUSTAH）や中東
（UNIFIL）には数百名単位で派遣している一方，アフリカ PKOの要員数
は合計１８名である。また，韓国は，韓米同盟に基づき，アフガニスタンを
はじめとする非国連ミッションへも要員を派遣している。これらにかんが
みれば，韓国の PKO政策でアフリカへの特化は顕著といえない。そもそ
も，韓国にとっては，PKO参加の動機が韓米同盟の維持や国際的な地位
（特に経済力）に見合った貢献の顕示，さらには安保理非常任理事国の議席
確保などに起因しているとの指摘もある。２００７年時点の調査で回答者の
６１．７％が PKOを目的とした派兵に賛成するなど，国内世論の支持は比較的
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
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５１）　『平成２２年度防衛省委託研究報告書』，１９３ページ。
５２）　Watson, op. cit., p. ５３.
５３）　『平成２２年度防衛省委託研究報告書』，１９１ページ。
５４）　室岡，前掲論文，４８ページ。
５５）　『平成２２年度防衛省委託研究報告書』，１７６ページ。
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高いものの，１９９９年に要員を提供した東ティモール以降は，治安回復や自
衛防護を目的に歩兵を提供するケースも出てきているという５６）。さらに，
「新国連 PKO参加法」についても，室岡は，任務が戦闘行為と直接関係し
ないことや，武力行使の可能性が低いことを定めるなど，強制的措置を伴
う活動には消極的な内容になっていると指摘する５７）。迅速な要員提供を目
的とした「新国連 PKO参加法」だが，アフリカ PKOでは，POCをはじ
め，憲章第７章を適用したうえで自衛を超える武力の行使を伴う任務が増
加している。このような現状と新しい法律との整合性をどのようにとって
いくかが懸案事項となるだろう。
　とはいえ，韓国は１９９３年からソマリア（UNOSOM II）に工兵大隊を派遣
したほか（２５０名），１９９５年１０月から１９９６年１２月にかけては，アンゴラ
（UNAVEM III）に建設工兵部隊（１９８名）と司令部（６名）に要員を提供し
ている。西サハラ（MINURSO）の医療支援団（２０名）の任務は１２年１０か
月に及んだ（１９９４–２００６年）５８）。さらに，２０１２年９月２８日には，３００名規模の
部隊が UNMISSに展開する案が国会に提出されたとの報道もなされた５９）。
韓国政府として，PKOへのさらなる参加を図る方針がみてとれる中，PKO
の７割を占めるアフリカのミッションにどのように関与していくかが同国
の PKO政策を左右するといえる。
　以上，日・米・中・韓のアフリカ PKO政策から指摘できることは４点
である。まず，いずれの国もアフリカ PKOに参加しているが，それが顕
著になったのは１９９０年代，特に２０００年以降である。これは，冷戦後のアフ
リカにおける紛争や「国家の破綻」，人道危機の発生に国連が対処を迫られ
─　　─94１１０１（５３５）
５６）　室岡，前掲論文，３２，５０–５１ページ。なお，２０１２年１０月に実施された選挙によ
り，韓国が安保理非常任理事国となることが決定した（http://www.un.org/ 
apps/news/story.asp?NewsID=４３３２０）。
５７）　同上，４８ページ。
５８）　책 임 자 다른 , 한국의 유엔평화유지활동 참여방안（韓国の国連平和維持活動
への参加方法）, 국방대학교 PKO센터 , ２００８–６, pp. １１–１２.
５９）　“Korea to send peacekeeping troops to South Sudan”（htp://view.koreaherald. 
com/kh/view.php?ud=２０１２０９２７０００９２１&cpv=０）.
る中，各国の外交政策・戦略においてアフリカ PKOへの参加が不可欠・
あるいは不可避と判断した結果である。第二に，PKOへの参加の動機はア
フリカの資源確保やテロ対策，国際的プレゼンスの顕示や安保理の議席獲
得など多様である。むしろ共通しているのは，各 PKOへの参加が，翻っ
て自国の政治・経済的利益に結び付くかという観点から検討されている点
である。各国が外交政策・戦略においてアフリカの比重を高めていること
は確かであり，アフリカの安全保障にどこまで「身を切る」ことができる
か，要員の数や質，国内政治状況にかんがみ判断している。第三に，各国
のアフリカ PKO参加に際しては，アフリカの紛争の特徴に伴って変化し
た PKOの任務・マンデートと自国の要員派遣方針とをどこまですり合わ
せることができるのか苦心している。日・中・韓については，特に PKO
による憲章第７章下の自衛を超える武力行使が懸案となっている。そして
第四に，アフリカをめぐっては米中関係が焦点となっており，PKOに関し
ても両国の協力が追求されている。以上を踏まえ，次節ではスーダンへの
対応を通して検討を行う。
３．　事例研究─スーダン─
　スーダンは，１９５６年の独立以来２０年以上にわたって南北対立を経験して
きた。１９５５年から１９７２年までと，１９８３年から南北包括和平協定（CPA）の
成立する２００５年まで，二度の内戦を経験している。特に，後者の犠牲者は
約２００万人，難民・国内避難民は約４００万人といわれる。対立の原因として，
イスラム教を信仰するアラブ系住民が多く，政権を擁する「北」と，キリ
スト教徒・アフリカ系住民の割合が高く，SPLAを擁する「南」の対立とい
う構図がある。しかし，その背後では，宗教・人種・歴史・政治・経済な
ど様々な要因が長年にわたって絡み合ってきた６０）。この南北対立の過程で
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
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６０）　例えば，Monica Duffy Toft, Securing the Peace: the Durable Setlement of Civil 
Wars, Princeton University Press, ２０１０；栗本英世『民族紛争を生きる人びと──現
代アフリカの国家とマイノリティ──』世界思想社，１９９６年；篠田英朗「スーダン →
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は，産油国として有名なスーダンの石油をめぐる諸外国の関与がみられた。
たとえば，リーマン・ショック以前，もっともスーダンの原油を購入して
いたのが中国，２番目が日本だった６１）。その経緯から，中国は南北対立に
関しバシール政権を積極的に支持した。さらに，ダルフール問題でも，
UNAMIDの受け入れを渋るバシール大統領の首を縦に振らせたといわれる
など（後述），中国はスーダンおよびダルフールにおいて重要なアクターと
なっている。また，米国は１９９３年以来スーダンをテロ支援国家に指定して
きたが，CPA成立に際しては東アフリカ諸国とともに南北スーダン勢力の
仲介を行った６２）。民間軍事会社（PMC）を通して兵站・整備・訓練などの
サービスを提供する過程で，南スーダン軍に装備と訓練を提供したとの指
摘もある６３）。
３．１．ダルフール紛争（UNAMID）
　UNAMIDについては，①国連と AUの連携，②保護する責任（R２P）が
論点となった６４）。米国と中国はこの UNAMIDに対し積極的関与を行った。
　スーダンの西部に位置するダルフールでは，２００３年以降，アラブ系民兵
（ジャンジャウィード）を擁するスーダン政府と反政府勢力との間で武力衝
突が本格化した。一般市民に対する大量殺害をはじめとする人道危機が生
じ，この紛争による死者は２０万人以上，難民・国内避難民は２００万人以上と
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という国家の再構築─重層的紛争展開地域における平和構築活動」武内，前掲書，
５９–８９ページを参照。
６１）　平野克己「新国家南スーダンの命運を握る米中の連携」（htp://www.ide.go.jp/ 
Japanese/Research/Region/Africa/Radar/pdf/２０１１０７_hirano.pdf）。平野によれば，
中国のアフリカ攻勢は１９９５年にスーダン油田の権益を獲得したことが契機となった。
６２）　htp://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/pko/unmis_haken.html.
６３）　三須，「米国の軍事的関与とアフリカの紛争」，９８–９９ページ。
６４）　例えば，拙稿「アフリカの安全保障と国連──国連平和維持活動（PKO）にお
ける地域機構との関係を中心に─ ─」『国連研究』第１２号，２０１１年６月，１７–４０
ページ；「『保護する責任』と国連平和維持活動──アフリカに焦点をあてて──」
『国際安全保障』第４０巻第２号，２０１２年９月，５８–７５ページを参照。
→
される６５）。また，ダルフールはチャドや中央アフリカ共和国とも国境を接
しており，これら近隣諸国の情勢とも相互に関連している。さらに，ダル
フール紛争と人道危機が深刻さを増した２００２年から２００３年は，国際社会，
特に米国や欧州諸国が南北スーダン和平に力を入れていた時期と重なった。
スーダン政府内でも CPA交渉が優先事項となっていた６６）。２００４年，AU平
和・安全保障理事会は，すでにスーダンに展開していた AMISのダルフー
ル拡大を決定した。目的は治安の改善である。AUが和平交渉を仲介する
も，紛争とそれに伴う人道危機が続いたが，２００６年５月にスーダン政府と
反政府勢力の一部がダルフール和平合意（DPA）６７）に署名した。これを受
け，８月３１日，安保理は決議１７０６６８）で UNMISのダルフール展開を，２００７
年７月３１日には決議１７６９６９）で UNAMID設置をそれぞれ決定した。
　UNAMIDは，国連と地域機構である AUとの合同ミッションという点で
アフリカ PKOの新たな展開を示すものだった。しかし，バシール政権は
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６５）　２００９年３月には国際刑事裁判所（ICC）がバシール大統領に対し，人道に対す
る犯罪と戦争犯罪について逮捕状を発布した。２０１０年７月にはダルフールのエス
ニック集団に対するジェノサイド犯罪について同大統領への逮捕状が追加されて
いる。
６６）　ダルフール紛争の展開と国際関与については，例えば，武内進一「ダルフール
紛争の展開とジェノサイド」石田勇治，武内進一編『ジェノサイドと現代世界』勉
誠出版，２０１１年，２７１–２９４ページ；Richard Cocket, Sudan: Darfur and the Failure 
of an African State, Yale University Press, ２０１０を参照。武内によれば，ダルフール
紛争の展開には，国際レベルで耳目を集めた２００３年前後だけでなく，１９８０年代から
たどる長期的視点が必要である。また，ダルフール紛争の一因とされる同地域の
人口増加はチャドやリビアからの人口流入によるところも大きい（Cocket）。
６７）　www.un.org/zh/focus/southernsudan/pdf/dpa.pdf.
６８）　UN Document, S/RES/１７０６, ３１ August ２００６. ダルフールにおける UNMISの任
務は，DPA履行支援をはじめ多様である。さらに，決議は，憲章第７章を援用し
た上で，UNMISが文民の保護等を目的として「あらゆる措置をとることを許可」
した。
６９）　UN Document, S/RES/１７６９, ３１ July ２００７. UNAMIDの任務は，DPAの履行支
援や文民の保護，チャドや中央アフリカ共和国との国境監視など多岐にわたる。
さらに，決議は憲章第７章のもと，UNAMIDが文民の保護等を目的として「必要
な行動をとることを許可」した。
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AU以外による介入を受け入れず，PKOを拒み続けた。これに対し，２００６
年１１月に国連とAUの合同ミッションという形でのPKO派遣を安保理に提
案したのが米中である７０）。米国は１９９０年代半ばのルワンダにおけるジェノ
サイドについて，ジェノサイドの発生をなかなか認めようとせず，「ジェノ
サイド的行為」と表現することでルワンダ内戦がジェノサイド条約の適用
事例になることを避けようとした。このことは国際社会から大きな批判を
浴び，ダルフール紛争に関しては２００４年９月にいち早くダルフールでジェ
ノサイドが発生しているとの認識を示した７１）。また，ブッシュ政権として
はイラク戦争，アフガニスタン戦争，南北ダルフール和平に忙殺される中，
さらにダルフール問題への関与を避けたい状況にあった。しかも，スーダ
ン政府から「テロとの戦い」に関連する情報提供をうけていた米国は，スー
ダン政府に厳しく対応することが難しかったとの指摘もある７２）。それでも，
米国政府はダルフール紛争への対応を求めるアメリカ議会や NGO，報道
機関などからの突き上げにさらされていた。他方，中国は市場や資源の確
保を目指してバシール政権との関係を緊密化させてきた。大量殺害で使用
された武器の多くが中国製であるなどの批判を浴びたほか７３），バシール政
権がダルフールで人道危機を生じさせているという国際的な批判がある中
でも同政権を支持・支援し続けたことから，２００８年の北京オリンピックを
ボイコットすべきとの声があがった。このことは，中国政府がバシール大
統領に UNAMID受け入れを促す結果となった７４）。このように，国連と AU
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７０）　この点について詳しくは，清水奈名子『冷戦後の国連安保理体制と文民の保護
──多主体間主義による規範的秩序の模索』日本経済評論社，２０１１年，１２１–１２２
ページを参照。
７１）　Kofi Annan with Nader Mousavizadeh, Interventions: Life in War and Peace, The 
Penguin Press, ２０１２, p. １３０.
７２）　清水，前掲書，１２２–１３３ページ。
７３）　松田，前掲論文，２９８ページ。
７４）　例えば，Alexandra Cosima Budabin, “Genocide Olimpics: How Activists Linked 
China, Darfur& Beijing ２００８,” in Daniel Large & Luke A Patey eds., Sudan Looks 
East: China, India & the Politics of Asian Alternatives, James Currey, ２０１１, pp. 
１３９–１５６を参照。
の合同ミッション設置・展開には，米中二カ国の意向が反映される形と
なった。米中にとっては，自国が常任理事国として責任を負う安保理で決
定する国連単体での PKOより，バシール政権が望む AUが関与する形で
の PKO派遣を選択することで，同政権との決定的な対立を避けたといえ
る。
　国連と AUの連携にくわえ，アフリカPKOに積極姿勢を示すようになっ
ていた中国や，外交成果を上げたい米国ブッシュ政権，そして PKOへの参
加拡大を模索する日本・韓国にとって対処の難しい課題がダルフールの人
道危機と「保護する責任」の議論である。UNAMIDは，人道危機が生じて
いる当事国に対処する能力・意思のない場合，その責任を国際社会が負う
べきとする「保護する責任」論にとって，その政策レベルでの実施可能性
を測る試金石といわれた。実際，UNAMIDの任務には国連憲章第７章を適
用した文民の保護任務が含まれている。この点をもっとも警戒したのは中
国である。そもそも，中国は国内問題への国際社会による介入を警戒して
いただけでなく７５），国家主権と内政不干渉原則の尊重を唱えてきた。ダル
フール紛争はそのような中国が「国際的プレゼンス」や「大国としての責
任」を意識しつつ PKO政策をとるようになって直面したジレンマである。
例えば，中国は UNMISのダルフール展開を決定した安保理決議１７０６採択
の投票で棄権したほか，それ以前のバシール政権に対する経済制裁等の安
保理決議でも棄権している。これは，ダルフールへの PKO派遣自体への
反対というより，中国が長年掲げてきた原則尊重への挑戦，そして，スー
ダン政府の同意なき PKO派遣への意義と認識されている７６）。このような
姿勢は，中国の資源・市場確保などのアフリカ戦略とあいまって国際社会
からの批判を浴びた。そのため，中国政府は独自に大使級のアフリカ事務
特別代表を任命しバシール政権へのUNAMID受け入れを説得したほか，実
際に展開した UNAMIDには３００名以上の要員を派遣した。この点について，
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７５）　清水，前掲書，１２３ページ。
７６）　増田，前掲論文，１９–２１ページ。
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例えば増田は，中国の内政不干渉原則に可変性が生じているとの指摘をす
る７７）。他方，日本や韓国の PKO政策においては，文民の保護が目的とは
いえ，憲章第７章のもと武力行使を伴う可能性のあるミッションに部隊を
派遣する体制は整っていなかった。米国も UNAMIDへの要員派遣は行っ
ておらず，日米は AUの平和維持・平和構築支援を通じた関与を選択して
いる。確かに，UNAMIDはアフリカ諸国と中国の要員で構成されている
ことがバシール政権の受け入れを引き出した。しかし，要員の装備・訓練
が不十分であることや，そもそも安保理決議で想定された要員数の確保に
手間取るなど，UNAMIDの質は決して高いとはいえない。PKOを通した
ダルフール紛争への対処という国際社会の試みは課題の多い現状となって
いる。
３．２．南北和平と南スーダンの独立（UNMIS, UNMISS）
　安保理が２００５年３月２４日に決議１５９０７８）で設置した UNMISは，長年の内
戦で政治・経済・社会的に疲弊したスーダンの再建を目指す CPAの履行促
進を主要な任務としていた。２０１０年１０月時点で，UNMISには中国が４６７名
の要員提供を行っており，日・米・中・韓の中で最多である（表を参照）。
米国は警察官を７名派遣するにとどまった。韓国も，それまでの他のアフ
リカ PKOと同様，大規模な要員提供は行わず，軍事要員７名を派遣した。
他方，日本政府は２名の幕僚幹部（兵站・情報幕僚各１名）を UNMIS司
令部に提供した。これは，１９９３年の ONUMOZや１９９４年のルワンダ難民に
対する人道支援活動以来のアフリカ派遣だった。
　CPAには，６年後に南部スーダン独立の是非を問う住民投票の実施が盛
り込まれていた。２０１１年１月に実施された住民投票で９８．８％が独立を支持
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７７）　同上，１９–２４ページ。
７８）　UN Document, S/RES/１５９０, ２４ March ２００５. UNMISの主な任務は，CPAの履
行支援のほか，難民の帰還支援や人道支援活動を実施しうる安全な環境の確保，
地雷の撤去など多様である。さらに，UNMISは，文民保護等を目的として，憲
章第７章のもと「必要な行動をとることを許可」されている。
したことにより，７月に南スーダンは独立を果たした。これをうけ設置さ
れたのが UNMISSである７９）。表のとおり，米国は，リベリア，コンゴ民
主共和国を除きアフリカ PKOに軍事・警察要員を提供していない中，
UNMISSへの要員派遣を決定した。また，中国は，UNAMID，UNMISS同
様，まとまった数の軍事・警察要員を提供している。韓国については，同
国の要員派遣のペースにかんがみると，参加を表明し要員を派遣するとい
う方針に変更はないと考えられる。それに対し，日本政府は UNMISから
さらに要員派遣を拡大し，部隊派遣に踏み切った。まず，政府は，２０１１年
１１月１５日に UNMISS司令部の兵站幕僚と情報幕僚の派遣を，１２月２０日に
UNMISS支援部で業務の企画・調整を行う施設幕僚１名の派遣を閣議決定
した。さらに，政府は，１２月２０日の閣議で，施設部隊３３０名と，その支援を
担う調整部隊３０名の派遣を決定した。派遣地は南スーダンの首都ジュバで
あり，インフラ整備が主な活動内容である。日本は，対アフリカ政策に
PKOでの人的貢献という新たな方針を適用したといえる。
　以上，UNAMIDと UNMS, UNMISSを事例に，日・米・中・韓の PKO
政策を検討した。いずれの国も，これら PKOへの対処は本稿２章で述べ
た各国のアフリカ政策の変化に呼応したものである。ただし，各国のアフ
リカ PKO政策が根本から変容したのかについては留保が必要である。確
かに，中国は，内政不干渉原則や国家主権の尊重といった，安保理常任理
事国として主張してきた原則について再検討をしつつあるが，それは自国
の「創造的介入」を発展させるためだという指摘もある８０）。米国も，アフ
リカ PKOへの関与拡大をテロ対策，資源獲得，アフリカの民主化といっ
た政策実行のツールと位置づけている。さらには，AFRICOMが負うとさ
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７９）　UN Document, S/RES/１９９６, ８ July ２０１１. これに伴い，２００５年３月から展開して
いた UNMISは活動を終了した。UNMISSの任務は，平和と安定の促進や開発の
ための環境確立支援，南スーダン政府の能力強化などである。さらに，決議は，
憲章第７章を適用した上で，UNMISSが文民の保護等を目的として「必要なあら
ゆる手段をとること」を許可した。
８０）　増田，前掲論文，２２–２４ページ。。
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れるマンデートをいかなるツールで実行するのかが不明確であるという指
摘もある８１）。
　このような中，日本がアフリカ PKOへの要員派遣を行う意義は「国際
貢献」やアフリカでの食料安全保障・資源獲得だけでない。むしろ，日本
が外交上密接な接点を有する米・中・韓がアフリカでいかなる政策をとっ
ているか把握し見極める機会ととらえられることができるのではないか。
PKOは，これらの国々が安全保障分野でいかなる緊張関係にあり，国連と
いう機構を通してどこに妥協点を見出しているのかを把握するツールのひ
とつと位置づけることができよう。
お　わ　り　に
　本稿では，国際社会がアフリカの紛争に対応する上での特徴と課題を，
日・米・中・韓のアフリカ PKO政策を通して検討した。各国がアフリカ
PKOへの関与を深める動機は，アフリカの安全保障確保だけではない。
PKOは，アフリカにおける市場や資源の確保，テロ対策，国際社会でのプ
レゼンス確保（拡大）や「国際貢献」の証明など，各国が自国の国益を最
大化するツールとしても位置づけられている。他方，国連は，１９９０年代以
降，アフリカの紛争にともなう「国家の破綻」や人道危機に対峙してきた。
その過程で，PKOには憲章第７章下の文民保護任務や地域機構との連携・
協働が適用されるなどの変容が訪れた。スーダンの事例にも表れていると
おり，PKOには国連に対する加盟国の期待と許容が表出する。自分たちが
構成する国際機構の活動に何を求めるのか。どこまでならば許容できるの
か。日・米・中・韓各国の外交戦略・政策と国連の安全保障分野における
活動との接点として，アフリカ PKOは今後も様々な問題を提起すると考
えられる。
　国連が安保理という政治的機関を通じて PKOを設置するうえでは，常
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８１）　Jeremy Keenan, “AFRICOM: Its reality, rhetoric and future,” in Francis, op. cit., 
pp. １２５–１２６.
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任理事国をはじめとする加盟国の戦略・政策が反映される。その中で日本
がとるべき政策とはどのようなものか，ひきつづき検討を要する課題であ
る。少なくとも，同盟関係にある米国，そして中国がアフリカへの関与を
深める様相は PKOにも反映されている。韓国も，憲章第７章下の活動の
是非など，PKO参加について日本と類似した課題に直面している。対アフ
リカ外交や PKOへの参加がそのような潮流・情勢と密接に関連すること
を念頭に，日本の国益と国際社会の公益との接点を見出す必要がある。
注記：本稿は，（財）平和・安全保障研究所「日米パートナーシップ・プロ
グラム」（２０１０–１０１２）奨学生としての研究成果の一部である。
井上：アフリカにおける日・米・中・韓の国連 PKO政策
─　　─103 １０９２（５２６）
